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　司法を国民にとって身近なものとするために，従来から様々な議論や取り組
みがなされてきた。「司法アクセスの拡充」と総称されるこれらは，一連の司
法制度改革においても重視された。そのひとつが司法における窓口のワンス
トップサービスの実現であり，「司法ネット」として提唱されたその機構は，
日本司法支援センター（法テラス）として形になっている。
　法テラスの柱のひとつである法律相談体制の拡充は，どこにおいても問題と
なり得るものであるが，全国規模の組織が窓口を開設していることの多い大都
市圏はともかく，それ以外の地域においては，専門的な相談に応じることが困
難な場合もあり，格差を解消し充実した相談体制を確立する方策を検討する必
要がある。
　本稿では，この問題について考える端緒として多重債務者に対する相談体制
を取り上げたい。多重債務問題は，多くの新しい展開を迎えつつある。みなし
弁済・ヤミ金に関する一連の最高裁判決，貸金業法等の改正，政府による多重
債務者対策本部の設置，後述の「多重債務問題改善プログラム」（以下，「改善
プログラム」）1の策定といったものであるが，これらが「現場」でどのように作
用しているか，さらに言えば成果が上がっているのか，ということを明らかに
１　多重債務者対策本部「多重債務問題改善プログラム」（平成19年）
富山県における多重債務者に対する相談体制について
宮　永　文　雄
ࠠ࡯ࡢ࡯࠼：多重債務，法律相談，ADR，富山
          
する必要があろう。消費者問題の中でも国が特に重点を置き，先頭に立って相
談体制の整備を含め総合的に対策を推進していることも注目される点である。
　この問題に関しては，筆者は以前に全国規模の相談体制を中心に検討したこ
とがあるが2，大都市圏および拠点都市中心の動向が中心であり，それらの窓口
に容易にアクセスできない地域に関しては十分に検討することができなかった。
　ここでは，富山県の現状を考察することを通して，この問題の将来像を検討
することとしたい。富山県は，全国の都道府県の中では，人口・面積・市町村
数とも比較的小規模であり3大都市圏からも地理的に離れている。その一方で
自己破産件数等の指標が全国的には最少レベル，いわゆる「豊かさ格付け」で
上位であることも，大都市圏は対照的である。
　本稿では，前述「改善プログラム」で示された項目のうち「1.丁寧に事情を
聞いてアドバイスを行う相談窓口の整備・強化」を中心に，富山県における取
組みを例に検討する。中心となるのは，相談窓口の設置状況や処理状況につい
てであるが，特に窓口間の連携，相談者の誘導に着目したい。以下，最初に国
レベルでの多重債務者対策の展開を確認し（），主として，多重債務者対策協
議会たち上げ後の富山県における取組みの概要（）と，県内の相談窓口（）を確
認し，これらを検討し（），最後にまとめ（）としたい3。
２　宮永文雄「多重債務者救済のための新たな相談体制について」富大経済論集53巻2号227
頁（平成19年）
３　本稿を執筆するにあたっては，富山県内の自治体担当窓口や諸団体から資料の提供を受け，
必要に応じて問合せや聞き取りを行った。本文中出所が明示されていないものは以上の聞き
取りによるものである。ご協力に感謝する次第である。
　　なお，一次資料からの集計等は筆者の責任で行っている。一般に，各機関の相談件数には，
特記がなくても他機関からの紹介分を含むが，統計上他と区別できないため，そのままの数
字を掲載していることをお断りしておく。          
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　主として個人が過大な債務を抱えることによって生じる諸問題自体は従来から
存在していたが，近年の多重債務問題は，一応「クレサラ問題」の端緒である昭
和50年代の「サラ金地獄」まで遡ることができるだろう。貸金業法の制定や関
連して上限金利の引下げ等が行われたが，いわゆる「グレーゾーン金利」は残った。
　その後，バブル経済の崩壊による景気の悪化やこれに伴う家計の圧迫，具体
的には企業のリストラに伴う所得の減少，バブル期に購入した住宅ローンの負
担増などが重なり，自己破産件数の増大を招いたと考えることができよう。他
方で，消費者金融業者が積極的に事業拡大に乗り出したことも指摘されるべき
である。新聞やテレビなどでの広告が目立つようになり（民間放送の放映時間
帯等の規制緩和など），無人契約機の登場により借り手が気軽に融資を受ける
雰囲気が増大したことも，多重債務者の増加を後押ししたと考えられる。
　これらの状況に対して，政府は有効な手を打つことができなかった。また，
一般国民の認識も，多重債務に陥る原因は浪費・ギャンブルなどが主因であり，
自己責任であるという感覚が強かったのではなかろうか。
　しかしながら，景気の悪化による一層の家計の悪化やヤミ金融の拡大で多重
債務者の置かれている状況が知られるようになり，多重債務の深刻化は一層の
社会問題となった。さらに，消費者金融・商工ローンの業務の在り方への批判，
貸金業法の「みなし弁済」に関する事件で最高裁判所が債務者に有利な判決を
立て続けに示した4ことも，政府が貸金業法の改正，「グレーゾーン金利」撤廃
へ動く後押しになったと考えられる5。一般国民にも多重債務に陥る原因が必
４　代表的なものとして，最判平成18年1月13日民集60巻1号1頁などがある。
５　須田慎一郎『下流喰い――消費者金融の実態』（ちくま新書・平成18年）は，消費者金融・
ヤミ金融の実態や政府が規制に動く顛末を克明に伝えている。須田氏は，多重債務者対策本
部有識者会議のメンバーでもある。          
ずしも自己責任ではないとの認識が広まったと言えよう。
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　こうした状況のなか，政府もようやく多重債務対策に本腰をいれるようにな
る。当時の安倍内閣「再チャレンジ」政策に合致していたことも，この政策を
推進する原動力となったと言える。前述の「貸金業法等の改正」（平成18年12
月20日公布）に取組み，その一方で平成18年12月には「多重債務者対策本部」
が発足し，翌平成19年1月からは「多重債務者対策本部有識者会議」が開催さ
れるようになった。
　議論の結果，多重債務者対策本部は「改善プログラム」を策定した。要点は，
「1. 丁寧に事情を聞いてアドバイスを行う相談窓口の整備・強化」，「2. 借りら
れなくなった人に対する顔の見えるセーフティネット貸付けの提供」，「3. 多
重債務者発生予防のための金融経済教育の強化」，「4. ヤミ金の撲滅に向けた
取締りの強化」の4点である6。
　本稿に関連する部分では，相談窓口の整備強化に関して，「改善プログラム」
は，「地方自治体内での連携」として，「多重債務者が抱え得る多重債務以外の
問題も含めて総合的に問題を解決する機能を効果的に発揮する観点から，例え
ば，生活保護を担当する福祉事務所，家庭内暴力・児童虐待，公営住宅料金徴
収の担当部署等で，多重債務者を発見した場合，相談窓口に直接連絡して誘導
するといった取組みを行うなど，それぞれの地方自治体内において，各部局間
の連携を進めるよう要請する7。」としており，市町村・都道府県等に具体的な
取組みを求めている。例えば，都道府県に対しては「各都道府県において，都
道府県庁の関係部署，都道府県警察，域内の弁護士会・司法書士会，多重債務
者支援団体，その他関係団体で，「多重債務者対策本部（又は同協議会）」を設
６　「改善プログラム」前掲注1・第2章以下の章立てに基づく。
７　「改善プログラム」前掲注1・2頁           
立し，都道府県内の多重債務者対策推進のために必要な協議を行うこと8」を
求めており，これを受けて富山県を含む全都道府県でこの種の組織が立ち上げ
られている9。
　相談窓口の充実について，市町村に関しては，その持っている相談体制に応
じて，「多重債務に陥った事情を丁寧に聴取し，考えられる解決法の選択肢（任
意整理，特定調停，個人再生，自己破産等）を検討・助言し，必要に応じて専
門機関（弁護士・司法書士，医療機関等）に紹介・誘導するといったプロセ
スをとることが望ましい10。」としており，都道府県・法テラス・国（金融庁・
経済産業省など）の機関，財団法人日本クレジットカウンセリング協会，弁護
士会・司法書士会等にも，相談体制の充実・連携を強化するほか，相談窓口の
周知を行うことを求めている11。
　多重債務者対策本部，同・有識者会議，金融庁などの国の機関は，「改善プ
ログラム」策定後も引き続きフォローアップを行っている。有識者会議は，こ
れまで年4～ 6回のペースで開催されており，行政，金融業界，多重債務者救
済団体等の関係者の報告が行われ，活発な議論が行われている。「全国一斉多
重債務者相談ウイーク」（後の「多重債務者相談強化キャンペーン」）の実施，
「改善プログラム」の実施状況を確認するためのアンケート等の実施や，「改善
プログラム」の実施状況を検証した「多重債務問題改善プログラムの実施状況
について」等が，毎年発表されている。
８　「改善プログラム」前掲注1・4頁
９　多重債務者対策協議会「多重債務問題改善プログラムの実施状況について（平成19年度）」
（平成20年）2頁（以下，「実施状況（対象年度）」）。ただし，各都道府県における多重債務
対策本部（協議会）の開催状況については，平成20年度中1回が，27県，2回が2県，3回
以上が3県となっており，他は開催なしか無回答である。詳細は，金融庁「多重債務者相談
窓口向けアンケート・調査結果概要・平成20年度下半期」（平成21年）（以下，「アンケート
…」），同「アンケート・回答一覧（平成20年度下半期）」などを参照。
10　「改善プログラム」前掲注1・2－3頁
11　「改善プログラム」前掲注1・4－6頁。自治体の相談窓口向けに金融庁が「多重債務者相談
マニュアル～頼りになる相談窓口を目指して～」（平成19年）を作成したことは，その一つ
の成果である。           
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　富山県は，人口約110万人12，全国的にも「豊かな県」「住みよい県」とされ
る13。また，破産申立新受件数，人口当たりの自己破産率も全国最下位レベル
である14。他の要因を考慮すれば一概には言えないものの，自己破産の背景に
ある多重債務者も比較的少ない部類に入ることが推測できよう15。しかし，多
重債務問題と無縁ではないのも確かである。例えば，富山県の自殺率がここ
40年近くわたって全国平均を上回り続けており，その原因として経済生活問
12　富山県の人口は，1,096,120人（平成21年7月1日現在推計人口）で，全国の都道府県中
38位である。富山県統計調査課調べ。
13　現在，内閣府の新国民生活指標（いわゆる「豊かさ指標」）においては，都道府県別順位
を公表していないが，富山県が独自に試算した総合順位は全国1位であったという（富山県
「豊かさ指標でみる富山県のすがた―住みよい県　住みたい県　とやま―」（パンフレット・
平成15年）2頁）。この分析として，開将吉「豊かさ指標方式による試算結果の背景を考え
る―平成15年新国民生活指標方式による試算結果より―（前）（後）」とやま経済月報平成
16年4月号・5月号があるので，参照されたい。
14　最高裁判所「司法統計年報（平成20年）」「司法統計月報（平成20年1 ～ 12月）」によれば，
富山地方裁判所における破産申立新受件数は820件であり，全国50地裁中下位から3番目で
ある。また，平成20年の富山地方裁判所管内における自然人の自己破産新受件数は704件，
特定調停の新受件数は770件であった。
15　富山県の相対的な個人破産率の低さは，戦前からの産業集積の進展や県民性などと関連付
けることもできようが，その説明は単純には難しい。持ち家率の高さ（平成20年の総務省
住宅・土地統計調査結果では全国第2位）は，豊かさを語る上で象徴的に言及されるが，逆
に住宅ローンの負担から来る生活費の不足や，これを補うために消費者金融等から借入をし，
それが多重債務に陥る切欠になりかねないという負の側面も考慮に入れるべきである。
　　持ち家率とも関連する指標だろうが，むしろ，三世代同居率が高いこと（平成17年国勢
調査・全国第5位）や，共働き世帯の割合が大きいこと（同・第3位）に注目すべきであろう。
前者に関しては，働き盛りの世代が住宅を購入する際や生活費が不足した際にその親などか
ら資金の援助を得やすいということが推測される。世帯全体の収入でみれば比較的余裕があ
り，多重債務に陥るほどの家計の悪化に陥りにくいという結果につながると推測する。また，
三大都市圏から地理的に離れており，大都市圏のヤミ金融業者が進出しにくいということも
考えられよう。
　　以上は，仮説の域を出ないが，これが正しければ多重債務の予防を考える上での示唆を与
えるものになるはずである。しかし，全国的な都市化・核家族化の進展を考えれば，以上の
ような要因を一つの予防モデルとして確立し，推進するのは困難であろう。現に，富山県に
おいても例外ではなく，上記の仮説のモデルを今後も維持し続けるのは困難と考えられる。          
題が少なからず含まれている16。人口あたりの自己破産率の低さは，相談体制・
債務処理体制がさらに機能して多重債務者の掘り起こしが進めば，申立て件数
が増加して，現状とは違った結果を示す可能性も考えられるのである。
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　前述の「改善プログラム」を受けて，富山県では，平成19年11月に富山県
多重債務者対策協議会を発足させた。これには県の関係部署，関係機関，富山
県弁護士会，富山県司法書士会，法テラス富山，労働系団体などが参加してい
る17。
　活動状況であるが，平成19年11月，平成20年5月，および平成21年8月に
協議会を開催している。
　第1回協議会（平成19年11月30日）では，1. 多重債務者の専門相談窓口へ
の誘導について申し合わせがされている。すなわち，多重債務対策の主導して
いる部署以外でも，県の関係課・関係出先機関などにおいて，多重債務者を発
見した場合には，本人の了承を得たうえで消費生活センター等の窓口を紹介し，
センターでは必要に応じて弁護士会・司法書士会を紹介するというものである。
また，2. 多重債務者無料相談会を同年12月12・13日に富山地区で開催するこ
ととした。相談件数82件を数えている18。このほか，3. 多重債務者相談窓口の
周知徹底，広報活動の強化を申し合わせている。
16　富山県の自殺対策については，富山県「富山県自殺対策アクションプラン」（平成21年）
が策定されている。本文で掲げたデータについては，同・4および12頁参照。
17　富山県多重債務者対策協議会設置要綱によると，第3回協議会の時点で，富山県生活環境
文化部長・次長が，会長・副会長を勤めるほか，委員の所属は，富山県弁護士会，富山県司
法書士会，法テラス富山，北陸財務局富山財務事務所，富山県市長会，富山県町村会，生活
見直推進富山県連絡会，富山クレジット・サラ金・悪徳商法被害者の会，富山県（税務課，
厚生企画課，児童青年家庭課，医務課，健康課，経営支援課，建築住宅課，県民生活課，消
費生活センター，教育委員会（県立学校課，小中学校課，スポーツ・保健課），富山県警察
本部（生活安全企画課，生活環境課），オブザーバーとして北陸財務局である。
18　第2回富山県多重債務者対策協議会配布資料・1頁，県民生活課「平成19年度富山県多重
債務者無料相談会概要」（平成20年）より。          
　第2回協議会（平成20年5月30日）では，1. 多重債務者の専門相談窓口へ
の誘導を引き続き行うこと，2. 多重債務者無料相談会を計4日間に拡充して実
施すること，3. 多重債務者相談窓口の周知徹底を進めること，4. 多重債務者
対策研修会を担当者向けに開催することを申し合わせている。平成20年度は
県内4ヵ所で各1日ずつ無料相談会を実施し，計52人の相談が寄せられた19。
　第3回協議会（平成21年8月7日）では，前回から引き続いた分も含め，1．
多重債務者相談窓口の周知徹底，2．多重債務者の相談窓口への誘導，3．多重
債務者無料相談会の開催，4．多重債務者対策研修会の開催を協議会として取
り組むこととした。多重債務者無料相談会は平成21年10月に，多重債務者対
策研修会は11月に開催されることになっている20。
ዊ᜝
　「豊かな県」と言われる富山県でも，多重債務は深刻な問題である。政府の
多重債務対策の強化に呼応して，いち早く多重債務対策にかかわる横断的な組
織が設けられたことは画期的なことであった。都道府県によっては，この種の
組織に民間団体が参加していないところもあるが，富山県においては労働系団
体も早い段階から参加していることも評価されるべきである21。現状で開催が
19　第3回富山県多重債務者対策協議会配布資料・9頁，県民生活課「平成20年度に実施した
多重債務対策について」（平成21年）より。これによれば，開催地区（開催日（いずれも平
成20年），相談者数）は，魚津（8月20日，5人），高岡（8月25日，27人），砺波（10月29日，
5人），富山（10月31日，15人）であった。なお，相談会には県および市町村の相談員も同
席し，相談業務能力の向上を図っている。これとは別に，実務担当者の研修会が実施されて
おり，平成20年度は平成20年7月24日に開催された。
20　第3回富山県多重債務者対策協議会配布資料・20頁。このほかホームページの開設が予定
されている（北日本新聞・平成21年8月8日）。
21　多重債務者対策本部有識者会議「『多重債務問題改善プログラムの実施状況』に関する報告」
（以下，「『実施状況』報告」）（平成21年）16－17頁では，「多重債務問題解決への寄与が期
待される団体等に対し，各都道府県の多重債務者対策本部（協議会）への参加を積極的に求
めることで，これらの団体等におけるノウハウ，人材を活用することが考えられる。」として，
各都道府県の多重債務者対策本部（協議会）への労働金庫や社会福祉協議会，多重債務者支
援団体への参加を促すことの必要性が指摘されている。          
年1回であることが十分かどうかは即断できないが，他の都道府県の例をみる
と平均的な回数であり，これ自体に大きな問題はないと思われる。むしろ，日
常の活動や窓口における成果が重要である。
ޓ⋵ౝ⋧⺣⓹ญߩ᭎ⷐ
　前章では，富山県多重債務対策協議会の施策として実施しているものについ
て言及した。このようなキャンペーンを集中して実施することも重要であるが，
一刻を争う状況が多い多重債務の問題に対しては，常設ないし定期的に開催さ
れている相談窓口で対応することが欠かせない。
　本章では，富山県内の相談機関や定期的に開催されている相談会について，
主要なものの概要を示すことにする。
ንጊ⋵ᶖ⾌↢ᵴ࠮ࡦ࠲࡯
　一般市民にとって，比較的なじみのある窓口が消費生活センターであろう。
富山県内においては，富山県消費生活センターと，富山市消費生活センターが
あり，ほかに高岡市市民協働課がその役割を果たしている。また，平成21年
度以降は，消費者庁の設置をにらんで県内のいくつかの市においても消費生活
センターが発足することになっており，一部は活動を開始している。
ޓޓ⋧⺣⓹ญߩ᭎ⷐ
　富山県消費生活センターでは，一般的な相談に対応する消費生活相談窓口の
ほかにセンター内に金融相談コーナーを設置しており，多重債務関連の相談は
ここで扱う22。窓口は富山市（本庁）と高岡市の2か所に設置されている。
　そのうち，富山市の窓口は，消費生活相談窓口とは別の受付が設けられてい
るほか，金融相談の電話番号も，一般の相談とは別個に設定されている。相談
22　「実施状況（平成19年度）」前掲注9・2頁によれば，平成19年度までに，すべての都道
府県が常設の多重債務者向けの相談窓口を設置済みである。          
時間は平日の8時30分から12時までと，13時から17時まで（火曜日は20時ま
で23）である。
　相談コーナーでは，生活相談員2名が専属として配置されており，相談に応
じている。情報提供などは，生活相談員が対応することになり，相談内容は⴫
㧝の通りである。ただし，具体的な債務整理などは，センターでは行っておら
ず，弁護士や司法書士といった法専門家に任されており，早めに専門家に繋い
で取立てを止めさせるのがセンターの中心的な役割となっている。さらに，平
成21年5月より，毎週木曜日13時から16時まで，弁護士・司法書士が原則予
約制で相談にあたっており，7月末までに55件の相談に応じている。従来は，
県の他部署の職員から直接相談予約が入るケースは少なかったが，ここ1年ほ
どはこのような例も散見され，相談の中には，福祉関係の支援センターのヘル
パーが多重債務者を発見してケア・マネージャーを通じて誘導があった例も見
られるという。
⴫㧝ޓንጊ⋵ᶖ⾌↢ᵴ࠮ࡦ࠲࡯㊄Ⲣ⋧⺣ߩౝ⸶࡮ᐔᚑᐕᐲ
件数 割合 (%)
法的知識 160 14.9
負債の整理方法 542 50.5
再発防止 30 2.8
低利の借入先 14 1.3
取り立て 79 7.4
業者への苦情 197 18.3
その他 52 4.8
計 1,074 100.0
＊富山県消費生活センター「平成20年度消費生活相談の概要」（平成21年）より
＊件数は富山（本庁）・高岡の両窓口の合計。
　センターも平成19年11月より，他の相談機関を紹介する場合に，相談員が
直接他機関の相談窓口に予約を入れている。これは，前述の第1回多重債務者
23　平成21年5月より火曜日の相談時間が延長された。          
対策協議会での合意に関連したものである24。相談の際，適切な相談窓口を紹
介し，コンタクトを取るよう促し，一旦は相談者もそれを了承しても，そのま
ま放置しておくと紹介先に相談者自ら連絡を取らないケースがあった。勇気を
奮って相談にきた多重債務者に対してさらに一から新たな相談機関にから予約
の電話を入れたり，一から相談内容を説明したりするのは精神的にもかなり重
いものである。富山県多重債務者対策協議会でもこれを念頭に対応することと
したものである。前述のように，平成21年5月より，毎週1回，弁護士，司法
書士による相談をセンターで実施しているが，これも相談者を確実に法専門家
に誘導する役割を果たしている。⴫㧞は消費生活センターの相談員が直接予約
を入れた数の内訳である。
⴫㧞ޓઁᯏ㑐߳ߩ⚫੺㧔⋧⺣ຬ߇⋥ធ❬޿ߛઙᢙ㧕
紹介先・年度 平成20年度 平成21年度（4～ 8月）
センター分
富山県弁護士会 103 68 46
富山県司法書士会 　33 33 24
法テラス富山 7 4 ―
紹介計 143 105 70
＊富山県消費生活センター集計
＊「センター分」は，富山県消費生活センター開催の法専門家による相談への紹介件
数で，内数（本文参照）。
ޓޓ⚫੺వߩㆬᛯߦߟ޿ߡ
　センターで相談を受けた結果，債務整理が必要と判断される場合等，専門的
な対応が必要な場合の紹介先は，法テラス富山，富山県弁護士会，富山県司法
書士会にほぼ集約される。
24　「アンケート・回答一覧（平成20年度下半期）」前掲注9の集計によると，都道府県のうち
「相談カードに相談者の債務状況を整理し，相談者の事情を聴取した上で，法律専門家等の
連絡先を教える」が18都道府県，同様の聴取をして「相談員自ら法律専門家等のアポイン
トメントを取る」が26都道府県，「相談者に家計収支表を手交し，簡単な家計管理指導を行う」
が2県等となっている。なお，金融庁「多重債務者相談マニュアル～頼りになる相談窓口を
目指して」前掲注11・54－55頁においても，相談員が法律専門家に直接連絡を取ることを
推奨している。           
　このうち，法テラス富山を紹介する場合は，法律扶助が必要なケースが主であ
る。その場合は，後述の無料相談等を利用することとなる。富山県弁護士会と富
山県司法書士会は，債務整理が必要な場合などに紹介することになる。両者のい
ずれを選択するかについての明確な基準はないが，各々の特性を相談者に説明し
た上で，その意向を尊重して決めることになる。富山県弁護士会の無料相談や富
山県司法書士会の総合法律センターが主な紹介先として考えられるが，平成21
年度からセンター内で弁護士・司法書士による相談が実施されるようになったこ
とで，センター内での相談へ繋ぐケースが多くなったと言える（⴫㧞参照）。
ޓޓ߹ߣ߼
　後述の法テラスの役割が増しているとはいえ，相談件数などを考えれば，富
山県内における多重債務相談窓口の要であるのは間違いない。また，他の部署
や自治体から相談の紹介を受け，法曹団体等との連携を密にし，後述のように
市町村などからの窓口担当者の相談に応じるなど，他の窓口との関係でも主要
な役割を果たしている。
Ꮢ↸᧛ߦ߅ߌࠆ⋧⺣⓹ญ
　富山県には，平成の大合併がほぼ終結した平成21年4月現在，10市4町1村
があるが，中核市に指定されている富山市から，人口3,000人に満たない舟橋
村まで，規模や組織は多様である。市町村の窓口については，以下，富山市，
高岡市とそれ以外の市町村に分け，示すこととする25。
ޓޓንጊᏒᶖ⾌↢ᵴ࠮ࡦ࠲࡯
　富山県内の市町村では，以前より消費生活センターを設けていたのが富山市
である。多重債務関連では，消費生活センターの窓口で平日に相談を受け付け
ているほか，本庁では，週2回の「弁護士法律相談」（有料・予約制）と，司
25　市町村の多重債務者相談窓口に関する調査として，「アンケート（平成20年度上半期・下
半期）（市区町村版）」前掲注9があり，相談体制や受付件数の集計はここに公開されているが，
本稿で出典を示していないものは，筆者が各自治体に（再）確認したものである。          
法書士による月1回の「サラ金相談」（無料・予約不要）を，1日3時間実施し
ている。各窓口における相談件数は⴫㧟のとおりである。
⴫㧟ޓንጊᏒߦ߅ߌࠆᄙ㊀ௌോ⠪ߦኻߔࠆ⋧⺣ฃઃ⁁ᴫ࡮ᐔᚑᐕᐲ
窓　　　　　　　　　口 件数
富山市消費生活センター 149
弁護士による「特別相談」のうち「金銭貸借」（毎週火・木曜日午後） 181
司法書士による「特別相談」のうち「サラ金相談」　（毎月第１金曜日午後） 47
職員による「困りごと相談」のうち「金銭貸借関係」（随時） 89
＊富山市消費生活センターによる
　消費生活センターで相談を受けた場合は，債務整理の方法についての説明，専門
家による無料法律相談への案内・予約の補助（本人が来所し，希望する場合）等を
行っている。多くの場合，弁護士・司法書士の相談窓口への案内を行っている26。
　また，市の他の部署との連携も進められている。平成19年7月に関係17課
による「富山市多重債務問題対策連絡会議」を立ち上げ，庁内各課と連携をとっ
ている。関係課には，徴収事務担当の納税課や市営住宅課など，福祉事務担当
の市民生活相談課や社会福祉協議会などが含まれている27。
　連携体制の概念は，以下の通りである。消費生活センターは多重債務に困窮
する市民からの相談を受け，債務整理の方法についての説明や法律専門家の紹
介を行う。庁内各部署（特に徴収部門や福祉部門）が多重債務者を把握した場
合は，消費生活センター等の相談窓口の周知等を行う。そして，消費生活セン
26　「アンケート・回答一覧（平成20年度下半期）」前掲注9によれば，富山市は質問項目Q5
で⑦（相談カード記入，事情聴取後，相談員自ら法律専門家に相談のアポイントメントをと
る，4つの債務整理方法の説明）の対応を取っているとの回答であった。
27　連絡会議の関係17課は以下のとおりである。徴税事務担当課等として，納税課（市税全般），
こども福祉課（保育料），介護保険課（介護保険料），保険年金課（国民健康保険料），市営住
宅課（市営住宅使用料），市民病院医事課（医療費），上下水道局料金課（水道料，下水道使用料），
学校教育課（幼稚園保育料），および，学校保健課（給食費），福祉事務担当課等として，社会
福祉課（福祉全般，生活保護，小口資金貸付制度），障害福祉課（障害者福祉），こども福祉課（児
童福祉（児童虐待），子育て支援），長寿福祉課（高齢者福祉（権利擁護，入所処置事務）），保
管所保健予防課（精神障害者支援（自殺予防）），市民生活相談課（法律相談・市民相談・多重
債務相談（サラ金）），消費生活相談（多重債務相談），商業労政課（労働者保護および労働者福祉），
学校教育課（教育支援），および，社会福祉協議会（生活福祉資金）である。          
ターと関係する庁内各部署は，情報の共有化を行うなど連携して対処するとい
うものである。
　富山市は，「平成の大合併」の結果誕生した新市が，富山県の人口の3分の1
以上を占めており，基礎自治体の窓口として大きな役割を果たしている。また
市内に，県消費生活センターの本庁・相談窓口や富山県弁護士会，富山県司法
書士会，法テラス富山，その他民間の相談窓口が所在していることから，相談
者にとっての窓口へのアクセスは，他の自治体の住民に比べれば容易である。
また，多重債務者対策本部の立ち上げ以降，比較的早期に庁内の連絡体制が立
ち上げられたが，自庁内の相談窓口が充実していることは，これらの連携を容
易にしているといえよう。
ޓޓ㜞ጟᏒᏒ᳃ද௛⺖
　県内第2の都市である高岡市では，市の消費生活センターに相当する業務は，
市民協働課が担っており，多重債務者のための相談窓口となっている。平成
20年度は，87件の多重債務に関する相談を受け付けた。
　相談を受けた場合は，債務の状況を聞き取り債務整理の方法を説明するのが
基本だが，相談者が希望した場合は，職員が弁護士会など相談予約の手伝いを
することもある28。平成21年6月からは，予約制で毎月6人の枠で多重債務者
のための弁護士相談も実施している。このほかに，高岡市社会福祉協議会も相
談業務を行っている。
　なお，高岡市には富山県消費生活センターの窓口（支所）も設置されている
ことから，相談者は，富山市における場合と同様に相談窓口の選択肢が多く，
比較的アクセスしやすい状況にあるといえよう。
ޓޓઁߩᏒ↸᧛ߦ߅ߌࠆ⁁ᴫ
　県内市町村の消費生活センターについては，富山市，高岡市のほか平成22
28　「アンケート・回答一覧（平成20年度下半期）」前掲注9によれば，高岡市の回答は富山市
と同様である。前掲注26参照。           
年度までに，滑川市，砺波市，射水市が設置することが明らかになっている29。
　他の市町村に関しては，必ずしも住民生活担当に特化した部署を有していな
いこともあり，黒部市のように「商工観光」等名を冠した部署が多重債務者相
談窓口とされていることもある。極めて小規模の自治体では，例えば舟橋村の
ように，実質的には相談対応を行っておらず，必要があれば県の消費生活セン
ターの窓口を紹介するか，他の機関の法律相談を紹介している例もある。
　窓口における対応としては，相談員によって解決する例も少なくないが，必
要があれば他の相談窓口を紹介する，あるいは紹介先として想定している自治
体が多い。想定されている紹介先には，各自治体や社会福祉協議会が主催する
法律相談（予約制で，弁護士が相談に当たるものが多い）のほか，県消費生活
センター（黒部市，小矢部市，南砺市，滑川市，朝日町）や法テラス（小矢部
市，射水市，黒部市）などが挙げられた。他の紹介先としては，弁護士会（砺
波市，射水市，滑川市など），司法書士会（射水市，滑川市など）の窓口に誘
導することが挙げられる。ただし，弁護士や司法書士に関しては，弁護士会等
の相談窓口を介さずに地域の弁護士等に繋ぐケースも考えられる。特に，司法
書士に関しては，後述の総合相談センターに限らず地元や近隣の司法書士を相
談者に紹介する例が散見された（氷見市，南砺市，入善町など）。また，小規
模な自治体の場合，誘導例がなかったというだけで，事例によっては上記の他
の窓口を紹介するケースも想定されるだろう30。
　紹介に際して，富山市・高岡市と同様に職員が直接他の窓口に連絡を入れる
自治体もある（砺波市，射水市，など31）。例えば砺波市では，状況を聞き取り，
29　北日本新聞「滑川・砺波・射水に消費生活センター」（平成21年6月16日）。富山県議会
代表質問にて，米原蕃議員の質問に対する泉県生活環境文化部長の答弁。
30　逆に1件に対して関係機関が1か所に限られるともいえない。窓口から県消費生活センター
に相談の上，司法書士会を紹介したケース（南砺市）もあった。
31　「アンケート・回答一覧（平成20年度下半期）」前掲注9によれば，アポイントメントに関
しては，滑川市および入善町も同様の体制をとっているが，平成20年度はこのような処理
をした例はなかった。           
債務整理の流れを説明し，弁護士予約を取るところまで担当課が行っていると
いう。ただし，全体としては，他の窓口の教示にとどめるところが多かった。
直接自治体の相談員が連絡を入れる自治体でも，ケースによっては相談者に対
する教示にとどめ，あらためて相談者自身が紹介先に連絡を入れることもある。
　市町村役場の相談窓口以外の部署で多重債務者を発見した場合の対処方法に
ついて，指針を設けているところは少ないが，誘導体制自体は取っているとし
たところが大多数である32。砺波市の例では，指針等は設けていないものの，
業務において多重債務者を発見した場合の対応について，庁内LANで関係部
署に周知，相談窓口への誘導を依頼している。平成20年度は，税務課より1件，
社会福祉課より1件の誘導があった。
　南砺市には，いわゆる「平成の大合併」以前の旧役場を引き継いだ8つの行
政センターがあり，行政センターへ相談があった場合は担当部署へ連絡し対応
する体制が取られている。ほかに，多重債務等の消費生活問題に苦しむ市民を
発見した場合に相談に応じられる連携体制を構築して，消費生活問題の早期発
見，早期解決を図るために消費者行政庁内連絡会議を設置している。
　入善町では，町役場の各部署や民生委員が多重債務に陥っている町民を発
見した場合は，これを誘導する体制をとっているが，平成20年度においては，
誘導例はなかった。他の活動として，出前講座を開いて多重債務の予防につい
ての啓発や，多重債務に陥った場合は早期に相談に訪れるよう呼び掛けており，
むしろこちらが重視されていると言えるだろう。
ޓޓ߹ߣ߼
　以下に，各市町村の窓口における相談件数の集計を示す（⴫㧠）。処理状況
は集計されていない自治体も多いため，その件数や各比率は必ずしも明確ではな
い。なお，ほとんどの自治体において，市町村または社会福祉協議会が主催する
32　「アンケート・回答一覧（平成20年度下半期）」前掲注9によれば，富山市・高岡市・魚津市・
氷見市・砺波市・南砺市・射水市および入善町が，庁内での連携を行っていると回答している。          
法律相談や消費生活相談が実施されているが，これらは件数に含まれていない33。
　現状での相談体制には自治体間の差が大きいが，平成21年9月に国の消費者
庁が設置されたことと並行して，新たに消費生活相談員が配置された自治体や，
あるいは消費生活センター新設の方針が示された市があるなど，前年度にはな
かった相談体制が急速に整備されつつある。平成の大合併から5年ほどが経過
し，新設自治体における行政実務が軌道に乗ってきたこともあり，対応窓口に
訪れる相談者も増加するものと思われる。
　現状で潜在的な多重債務者が十分に掘り起こされているか否かについて，特
に小規模の自治体における対応が十分かについては議論の余地もあろう。だが，
おおむね各自治体の人口規模と相談件数が比例していることを考えれば，前述
33　例えば，平成20年度の相談件数が0件とされている黒部市の法律相談は92件，同じく1件
の小矢部市では，法律相談のうち財産に関する相談42件があった。このうち一定割合は多
重債務に関する相談であると考えられるが，ほとんどの自治体では多重債務に関する統計項
目がないか，プライバシー保護のため，具体的な内容については不明な部分が多かった。
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市町村名 人口 担当窓口 相談件数 備考
富 山 市 420,376 消費生活センター 149 他の相談の受付件数は，別表参照
高 岡 市 176,815 市民協働課 87 他の相談については，本文参照
魚 津 市 45,299 市民課 17 市内に法テラス魚津所在
氷 見 市 52,322 市民部市民課 14 平成21年7月より消費生活相談窓口設置
滑 川 市 33,627 生活環境課 1 市消費生活センター設置予定
黒 部 市 42,279 商工観光課 0
砺 波 市 49,125 生活環境課 6 市消費生活センター設置予定
小矢部市 32,158 市民協働課 1
南 砺 市 55,958 住民環境課 3
射 水 市 94,375 生活安全課 11 市消費生活センター設置予定
舟 橋 村 2,912 総務課 0
上 市 町 22,318 町民課 2
立 山 町 27,500 住民環境課 0
入 善 町 27,213 住民環境課 0 他に問い合わせ3件
朝 日 町 13,843 産業部産業課 0
＊相談件数・現況等は各市町村多重債務者相談窓口調べ，筆者集計。
＊市町村・または社会福祉協議会が主催する法律相談・消費生活相談等における相談
件数は含まない。
＊市町村の人口は平成21年7月1日推計・富山県統計調査課          
の例に挙げたいくつかの自治体で積極的な取組みがなされているとはいえ，多
重債務者は，同規模の自治体間では窓口の存在や内容に関して大差ないレベル
の情報を得ていると言えるだろう。今後のあるべき相談体制の議論については
後に譲ることとする。
ᴺ࠹࡜ࠬንጊ
　司法制度改革の議論において「司法ネット」として提唱され設立された日本
司法支援センター（法テラス）は，現在，富山市と魚津市に事務所を置いてい
る。多重債務関係で相談業務に当たっているのは，富山事務所であり，富山県
弁護士会館ビルの1階に所在している。その建物の2階が富山県弁護士会であ
り，人的交流を含め，両者の関係は密である。以下，相談受付状況と法律扶助
無料相談に分けて述べる。
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　法テラス富山窓口での電話および来訪の受付件数は，平成20年度において
は，全種類計3,420件であった34。法テラス富山に寄せられる相談内容の内訳
としては，多重債務問題を含む「生活上の取引」が1,150件（33.6％），離婚・
相続等の「家族」が1,141件（33.4％），「住宅・不動産」が238件（7.4％）な
どとなっている35。
　前述の相談内容の分類にいう「生活上の取引」のうち法テラス富山の法律扶
34　法テラス富山集計による（平成20年度）。なお，本部コールセンターにおける富山県関係
の受付分が1,101件あり，単純合計では，延べ4,521件となる（法テラス「コールセンター
受電状況（月報）」（平成20年4月～平成21年3月）より集計）。コールセンター受電状況資
料によると，本部コールセンターから各地域の窓口に転送されるものは，その多くが法律扶
助関係の案件である。
35　法テラス富山集計による（平成20年4月～平成21年3月）。なお，「生活上の取引」のうち，
多重債務関連の相談がどの程度を占めるかは統計上明らかでないが，コールセンターの相談
受付状況（「金銭の借り入れ」の占める割合が全国で20.6％・平成20年度）や，後述の法テ
ラス富山で実施している無料法律相談に占める割合（多重債務関連が44％・同）から考え
ると，相当数がこれにあたると考えられる。          
助事業（法テラス魚津分を除く）で扱うことになったのが468件，司法書士会
を紹介したものが217件，弁護士会を紹介したものが197件であるが，ほかの
紹介先として，富山県消費生活センターを紹介したものも11件（第8位）あっ
た（⴫㧡）。紹介先については，基本的にケース・バイ・ケースで選択するが，
緊急性を要するときは，早く相談を受けられる窓口を紹介する。また，自己破
産の申立てを選択することが想定されるケースのうち容易に同時廃止にならな
いと見込まれる（管財事件になることが想定される）案件は弁護士会を紹介す
るとのことである。また，前述の富山県消費生活センターの例とは異なり担当
者が他の窓口に直に予約を入れる等の措置は行っていない。これは連絡の行き
違い防止などの観点を念頭に置いたものである。ただし，弁護士会無料相談，
司法書士会の面談による多重債務相談を紹介する場合などは，法テラスの方で
事前に予約状況を確認するなど，相談者がスムーズに相談予約を取れるように
配慮している。
ޓޓήᢱ⋧⺣㧔ᴺᓞᛔഥ㧕
　法テラスが実施している無料法律相談は，民事法律扶助事業の一環として
行っているであり，相談結果をもとに相談者に対する扶助を行うか否かを決定
するというものである。1回当たり30分で1日1コマ，ただし，水曜日のみ6
⴫㧡ޓᴺ࠹࡜ࠬ߆ࠄߩ⚫੺వ㑐ଥᯏ㑐࡮ᐔᚑᐕᐲ
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紹介先関係機関 件数
法テラス富山（民事法律扶助） 468
司法書士会 217
弁護士会 197
裁判所 73
都道府県，市区町村 27
社会福祉協議会 20
警察署・公安委員会 20
法テラス魚津 11
富山県消費生活センター 11
その他法テラス 10
＊法テラス富山集計資料のうち10件以上の紹介先を抜粋
          
コマ実施している。平成20年度は，無料法律相談のうち44％が，援助のうち
79％が多重債務に関わるものであった。平成20年度における業務実績は，法
律相談が723件，援助が421件であり，援助のうち代理援助が351件，書類作
成援助が70件であった36。相談件数などを考慮すると，多重債務に関する相談
をはじめとした法律扶助に関する需要は大きいと思われる。
ንጊ⋵ᑯ⼔჻ળ
　富山県弁護士会では，従来から主催する一般相談のひとつとして，多重債務
問題を扱ってきたが，一般相談として扱われていたため有料であった。しかし，
多重債務者救済のため，平成20年4月より多重債務問題無料法律相談を実施し
ている。相談は弁護士会館（法テラス富山と同じ建物の2階）において開催し
ており，開催日は，毎週月・火・金曜日，時間は13時30分から15時30分まで
である。初回相談料は無料となっている37。
　このように弁護士会独自で相談活動を行っているほか，市町村における「法
律相談」などの相談窓口や，法テラス富山事務所の法律扶助事業としての無料
法律相談に会員を送っている。前述のように，富山県消費生活センターにおい
て平成21年度から始まった週1回の法専門家による相談にも会員を送ってい
る38。
36　第3回富山県多重債務者対策協議会配布資料・前掲注19・3頁，法テラス富山「法律扶助
2008年度まとめ」（平成21年）より。「相談」「援助」の件数には重複がある。
37　富山県弁護士会ホームページによる。相談時間は30分間，予約制となっている。<http://
www.tomiben.jp/advice/window/multiple-debt2.html>
38　「改善プログラム」策定前のデータになるが，「弁護士会別法律相談件数一覧」（日本弁護
士連合会・編著『弁護士白書2008年版』（平成20年）211頁）によれば，平成18年度に富山
県弁護士会が実施した有料法律相談件数は935件，無料法律相談件数は1,218件である。後
者のうち法律扶助協会が108件，交通事故センターが63件，これ以外の無料法律相談件数が
1,047件であり，これには弁護士が行う自治体の法律相談も含まれる。          
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　富山県司法書士会では，総合相談センターを設置し，ここで多重債務の相談
を受け付けている。必要に応じて相談者の近隣の司法書士を紹介したり，電話
を回したりしている。常駐の司法書士は配置していないが，平成21年度から
毎月第2土曜日に予約制で面談による法律相談を実施している39。
　総合相談センターにおける相談受付状況について，多重債務相談に限った集
計はされていないが，平成20年度は，多重債務がその多くを占めるB分野（多
重債務・一般相談）の相談件数は808件であった40。
　弁護士会と同様，自治体や各団体で開催される相談会等にも積極的に会員を
派遣しており，やはり富山県消費生活センターの週1回の法専門家による相談
にも会員を送っている。従来から富山市の「サラ金相談」に関わっているのを
はじめ，後述の「生活見直相談会」などにも相談員として会員を送っている。
会としての活動のほかに，前述のようにいくつかの自治体では，窓口で多重債
務相談があった際，相談者に地元で活動する司法書士を紹介するケースがある
など，独自の連携が進んでいる。
ߣ߿߹ഭ⑔ද
　近年では，自治体関係や法専門家の団体だけでなく，民間団体の対応も活発
になっている。
　労働系団体の多重債務対策はその例である。富山県労働者福祉事業協会（と
やま労福協）を中心とした「生活見直推進富山県連絡会41」では「生活見直相
39　富山県司法書士会ホームページによる。<http://www.toyama-shiho-shoshi.org/>
40　富山県司法書士会集計による（平成20年度）。このうち8割ないし9割を多重債務相談が
占めるものと考えられている。なお，司法書士を紹介した件数には，消費生活センター等を
通じて紹介依頼があった案件を含む。
41　メンバーは，とやま労福協のほか，日本労働組合総連合会富山県連合会（連合富山），北
陸労働金庫，富山県司法書士会，富山県消費者団体連絡会である。以前は，「多重債務対策
を求める富山県連絡会」として活動していた。          
談会」を実施している42。平成19年9月に第1回相談会を開催したのを皮切りに，
平成20年度は計4回各1日ずつ相談会を実施しており，相談会の会場について
は，とやま労福協が入居する「ボルファートとやま」で実施してきたが，最近
は主催者の一つである北陸労働金庫の各支店で実施している（⴫㧢）。
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日程　 司法書士（人）
来場者
（組） 会場
第2回相談会 平成20年4月20日 3 2 ボルファートとやま
第3回相談会 平成20年7月27日 3 7 ボルファートとやま
第4回相談会 平成20年11月8日 4 15 労働金庫県下11か店
第5回相談会 平成21年3月14日 4 21 労働金庫県下11か店
＊生活見直推進富山県連絡会資料より編集
　最近の相談会では，北陸労働金庫の職員と富山県司法書士会所属の司法書士
が相談にあたっている。まず，労働金庫の職員が相談に応じ，職員で対応可能
なもの，労働金庫の融資で整理できるものであればそのまま相談に乗るが，対
応が困難であれば司法書士相談員に委ねるという形をとっている。
　処理状況であるが，相談会のうち第5回の状況をみると，来場者21組の中で
相談表が集約されている15組のうち，司法書士会の総合相談センターへ紹介
が4件であり，そのほか司法書士を交え相談したもの，司法書士の紹介を希望
するもの，法律扶助を希望するもの，法的整理をすることになったものなどが
ある43。
ߘߩઁߩᯏ㑐࡮⓹ญߣ࠮࡯ࡈ࠹ࠖࡀ࠶࠻⾉ઃ
　以上のほかにも関連する機関は多い。公的機関では，国の出先機関である財
務局も多重債務相談窓口を開設している。北陸地区では金沢市の北陸財務局が
相談窓口を置いているが，富山県からの相談者もあり，富山県多重債務者対策
42　なお，平成21年9月12日開催の第7回相談会からは，富山県との共催事業となっている。
43　生活見直推進富山県連絡会資料（平成21年）より集計。          
協議会のオブザーバーとして関与している。
　本章で取り上げたもののほかにも，各自治体や社会福祉協議会で開催されて
いる法律相談，消費生活相談が開催されている。これらの相談件数は，各自治
体の多重債務相談窓口に寄せられる相談件数をはるかに上回っていることも多
いが，その詳細は相談者のプライバシーの保護の問題もあって，明らかにはさ
れていない。社会福祉協議会などは相談業務のほか，生活福祉資金貸付事業な
ど，セーフティネット貸付でも果たすべき役割は大きい。前述のように，融資
業務を担当する労働金庫の窓口や担当職員が相当数の多重債務に関する相談に
応じている現状があり，相談者が公的機関以外の窓口を利用する例も多いと考
えられる。
　多重債務の予防のためには生活資金のために安心して利用できる小口融資の
制度が不可欠であり，多重債務者が債務整理をした場合の生活再建も同様であ
る。これらのケースで優良な貸し手を見つけることは難しく，なんらかの対処
が必要となる。セーフティネット貸付がそれである44。
　自治体の貸付制度としては，社会福祉協議会や自治体の勤労者向けの小口融
資制度がある。利用が低調であったため近時改善が図られているが，さらなる
見直しが必要であろう45。
　セーフティネット貸付については，生活協同組合の事業としての生活再建
のための融資制度が注目されている。富山県内では現在のところ実施の動き
はないが，岩手県の信用生協の貸付事業46が先駆的に実施されているほか，福
岡県，熊本県，青森県，秋田県，神奈川県，大分県などで実施，または検討
44　セーフティネット貸付については，「改善プログラム」前掲注1・6－9頁参照。
45　改善要望として，日本弁護士連合会「改正貸金業法の早期完全施行に向けたセーフティネッ
ト貸付制度の充実を求める意見書」（平成21年）などがある。
46　なお，岩手県信用生協については，盛岡市をはじめとした岩手県における多重債務対策を
ふくめて考慮すべきである。資力に乏しく，貸し手が見つからない多重債務者の立ち直りの
ため，または多重債務者（予備軍）が高利の貸金業者・ヤミ金へ流れることを防止するのが
主目的で，生活再建のために，家計管理指導等をふくめ，総合的に相談を受けるものである。          
されている47。
　なお，富山県においては，前述の生活見直相談会とも関連するが，北陸労働
金庫による「おまとめ」融資の制度がある48。エリア内に住むまたは勤務する
者なら誰でも利用でき，無担保で低利であることから，多重債務者の生活再建
の手段や，その予防としての貸付には利用できるものといえよう。多重債務者
対策本部においても，労働金庫が行うセーフティネット貸付に関して自治体提
携融資のスキームの活用や債務整理費用・債務整理後の生活資金として利用で
きる融資商品の全国展開について期待が表明されている49。
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　以上をまとめると，まず自治体レベルの相談窓口に関しては，富山県消費生
活センターが大きなウエイトを占めている。各市町村においては，人口40万
を数える富山市や，20万近い高岡市では，弁護士や司法書士による多重債務
に特化した相談も実施されているが，それ以外では，専門的な相談を実施して
いるところは少なく，相談件数が年10件未満，中には年間全くなかった自治
体もあり，相談体制や相談件数の差は大きい。ただし，法律相談や消費生活相
談などにおける多重債務に関する相談の状況については十分に把握されていな
いことから，実際には公的な窓口には，数字に表れるものよりはるかに多くの
相談が寄せられていると考えるべきである。
47　「『実施状況』報告」（平成21年）前掲注21・11頁参照。このうち，「グリーンコープ生協
ふくおか」は，平成18年から生活再生相談室設置し，相談業務にとどまらず，生活資金貸
付事業も実施してきた。平成20年4月より，福岡県との提携で多重債務者相談窓口を4か所
に設置している。<http://www.greencoop.or.jp/saisei/>
　　なお，東京都では，事業認可の絡みから，生活サポート生協東京が有限責任中間法人生活
サポート基金と提携する形で事業を行っている。<http://www.ss-s.jp/>
48　北陸ろうきん「おまとめ名人（無担保）」参照。
　　<http://hokuriku.rokin.or.jp/services/loan/omatome_meijin.shtml>　
49　「『実施状況』報告」（平成21年）前掲注21・4頁。消費者向けセーフティネット貸付に関して，
広報の重要性，生活福祉資金貸付の利便性の向上，生協に対する支援，市と金融機関との提
携による貸付け，などと並んで言及されている。          
　法テラスについては，相談件数のみを比較すれば，県消費生活センターに次
ぐ，富山市の各窓口と並ぶ存在になっていると言える。もちろん，消費者行政
の要としての消費生活センターと，司法のワンストップサービスとしての法テ
ラスの役割は異なる。しかし，解決の入口としての機能は，いずれも向上して
いると言えるだろう。
　同様に，県弁護士会・県司法書士会については，入口としての機能のほかに，
紹介先の最終的な相談窓口として機能している。相談件数や紹介件数を比較す
ると，相談者が他の窓口を介さずに直接両者の窓口を訪ねるケースが上回って
いる。確かに，相談後に債務整理等を依頼する可能性を考えれば，最初から法
専門家の団体の窓口に相談するのがスムーズかもしれない。ただし，それは相
談者がそれらの窓口の存在を認知している場合であり，他の窓口からの紹介件
数を考えれば，ワンストップサービスの機能は別に必要であるとも言える。
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　前述のように，多重債務問題は近時発生したものではない。その相談体制が
急速に整備されてきていることは歓迎すべきことであるが，逆に言えば，多重
債務に対する従来の相談体制が必ずしも十分なものではなかったことを意味す
る。自治体によっては相談窓口の在り処も周知されておらず，消費生活センター
においても対応が曖昧であることが少なくなかった。県消費生活センターで早
くから金融相談専用窓口を設置したり，富山市において「サラ金」等に特化し
た定期的な相談会を開催したりという実績のある富山県は，むしろこの分野で
の相談体制が充実していた地域に属するかもしれない。
　従来の相談体制の問題点は，相談業務における役割分担が不明確だったとい
うことに集約されるだろう。その背景にあるのが，弁護士法72条の規定に関
係する制約である。相談内容の性質上，行政機関は最初の相談窓口としては機          
能しても，債務整理を行う段階では法律業務を独占する弁護士に頼らなければ
ならない。近年は一部司法書士にも開放され積極的な活動がされているが，行
政側の担当者は，弁護士・司法書士受任後は各事案について関与しないことに
なってしまう。それゆえ，従来は行政の窓口が多重債務相談の受付そのものに
消極的だったり，相談者の他の窓口への誘導や相談案件の引継ぎが必ずしも効
果的に行われていなかったりしたのではないかと考えられる。
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　このような中で，多重債務者対策本部が策定した「改善プログラム」の成果
については，一定の評価はできよう。曲がりなりにも，旧来にはなかった，部
門を超えた連携を後押ししており，相談窓口以外の部署が多重債務問題に目を
向ける契機になった。都道府県の協議会が主導した相談会が頻繁に開催される
など，多重債務者からみた相談の端緒が質・量ともに充実してきている。
　ただし，期待されるような多重債務者の掘り起こしが十分に行われていると
判断するのは早計である。このような窓口の存在は，自治体の庁内では窓口以
外の部署でも徐々に認識され始めていると思われるが，相談件数をみる限り，
特に小規模の自治体では住民への周知が十分でない可能性がある。
　小規模県ならではの問題もある。全国規模の組織である財団法人日本クレ
ジットカウンセリング協会の相談窓口は，現在のところ富山県内への設置の予
定はない。北陸財務局で始まった多重債務相談も，出張相談はあるものの，現
段階では隣県の金沢市に置かれている窓口のみである。一般に，市町村で消費
生活センターがあるのは一定規模の都市に限られるが，それは富山県において
も同様である。大都市圏に比べれば，相談窓口の選択肢は少ない。
　他方，多重債務に特化した窓口をこまめに設置することが有効な対策になり
うるかについては留意が必要である。前述の通り，小規模の自治体，特に町村
においては，年間の相談件数が10件未満の窓口ばかりであり，今後相談件数
が増加する可能性があることを考慮に入れても，行政の効率を考えれば多重債          
務専門の相談員を配置することは難しいと考えられる。別の問題として，相談
者が窓口に足を運ぶことを考えれば，自治体の規模が小さいほど，相談の秘密
は守られるとは言っても，窓口を設置している機関や周辺での周囲の目を意識
するあまり，訪問を躊躇することも想定される。相談の端緒（窓口に限らない）
はあらゆる場面を想定し，それから相談窓口へ適切に誘導できる体制を設ける
方が有効であろう。富山県に関して言えば，県域は比較的狭く50，拠点都市に
ある窓口の訪問は，県内どこに居住していても地理的には大きな困難はない。
このような体制を敷く環境は整っている。
　庁内の他の窓口からの誘導に関しては，例えば市町村における水道・公営住
宅の家賃請求の過程での多重債務者の発見から，自庁内の窓口へ，さらには都
道府県の窓口への誘導などは，ひとつの典型例として想定できる。近年は必要
に応じて窓口の担当者が，引き継ぐべき相談機関に直接予約を入れる実務が行
われているが，スムーズな誘導に効果が期待できるだろう。さらなる体制作り
が必要である51。
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　多重債務に関する相談窓口については，行政機関や法テラスなど最初の相談
窓口としての機能は徐々に拡充されつつある。従来の縦割り行政による相互の
連絡の不十分，すなわち，相談機関同士の協力体制の不備への対応策としては，
「まずここに相談すればよい」という最初の窓口を整備する，すなわちワンス
トップサービスの整備の必要性があったが，それは法テラスが設立されたのを
50　総務省「平成20年版全国市町村要覧」によれば，富山県の面積は4,247.55平方キロメー
トルで，これは全国第33位である（なお，富山県広報部によれば，東西約90キロメートル，
南北約76キロメートル）。
51　前述の砺波市での誘導例は参考になろう。ただ，一般論として自治体の他部署との連携に
は困難な問題も多い。税務部門の観点を例にとると，住民に公平な納税を求める立場上，任
意整理に協力することには躊躇することもあろうし，破産手続において租税等の請求権が財
団債権，または，非免責債権とされていることも問題を複雑にしている。          
はじめ，徐々に整いつつある。
　行政においても，多重債務者を積極的に発見する機会や相談の端緒を増やす
ために，消費者にかかわる部署だけではなく，様々な部署・場面での取組みが
必要である。この点で，現在国または地方で進められている方針は，基本的に
は正当である。
　ただ，その位置づけについて，行政機関の役割を単なる相談窓口に留めるか，
紛争処理機関（ADR）としての機能をもたせるかということについては，今
後も議論が必要である。前述のように多重債務問題に関して，消費生活センター
が紛争処理機関として機能しにくい状況にあったことが，他の消費者問題と比
較してこの問題への行政の取り組みが消極的だった遠因ではないかとも思われ
る。その点では，拙稿で言及した財団法人日本クレジットカウンセリング協会
の相談体制（弁護士会との協力体制やアドバイザーの役割など）は，行政機関
の債務整理への関与のありかたの参考となるだろう52。
　行政の役割は，相談窓口や紛争処理機関としてだけではあるまい。債務整理
自体は弁護士や司法書士に委ねるとしても，債務整理を行った後での多重債務
者に対するケアやフォローアップについては，行政機関が再び役割を果たすこ
ともできよう。これらは，弁護士などにおいてなされることもあり，また前述
のクレジットカウンセリングの一環としてされることもあるが，債務整理終了
後については，十分なケアがされてきたのか疑問である。これらの活動は，多
重債務者向けの民間グループ等に依存している感があるが，行政もこの役割を
果たす必要がある。本来，多重債務問題の解決のためには，一方に予防のため
の教育・啓発活動・セーフティネット貸付や貸金業者向けの様々な規制・指導
等があり53，他方に多重債務に陥った後の救済のための相談・生活再建・再発
防止の施策が必要なはずである。場合によっては，債務整理の段階で一旦弁護
士・司法書士等に委ねた案件を再び行政の側に戻して，心理的ケアや多重債務
52　さしあたり，宮永・前掲注2・231－238頁参照。
53　「改善プログラム」前掲注1・各章で言及されている内容である。          
の再発防止のための多重債務者への指導，これらを踏まえた政策へのフィード
バックなどが考えられる。現在は，多重債務者の救済で手一杯あるが，今後の
方向性としては必要であろう。
　全国的な多重債務者救済の動きと並行して，富山県内においても様々な施策
が実施され，効果を上げつつある。しかし，その矢先に米国のリーマンショッ
ク以降顕著になった世界的な景気の後退が，日本経済にも大きな影を落として
いる。富山県においても同様であり，県内の優良とされる企業でも，いわゆる「派
遣切り」や新卒採用者を自宅待機させる動きが出ている。一連の多重債務者対
策が，どれだけ潜在的な多重債務者を掘り起こし救済の手を差し伸べることが
できるか，これからが正念場である。
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　富山県における多重債務に関する相談体制は，件数で判断する限り，富山県
消費生活センターが最初の相談窓口として最も機能しており，次に，弁護士（会）
や司法書士（会）などへ誘導する流れが形成されつつある。最初の窓口として
は，富山市をはじめとする市町村の常設相談窓口や法律相談，社会福祉協議会
や労働系団体なども，その役割を果たしている。ただし，その相談体制や相談
件数については，主に人口規模に応じて市町村間に隔たりがある。法テラスは，
同様の機能を果たす一方で法律扶助の役割を担っている。
　改善を要する部分があるとはいえ，現実的には，このような差が生じるのは
ある程度やむを得ないという前提で，受けた相談を，どのようにして次の窓口
に繋ぐかということを考えるべきであろう。一般に，広く住民に対して提供さ
れるべき相談の端緒は，様々な意味で身近な場所にあるべきであるが，小規模
の自治体まで相談窓口を広げることは，予算や人員が限られていることを考え
れば容易ではない。専門性の高い多重債務問題についてはなおさらである。む
しろ，自治体等の現場・窓口・法テラスを最初の窓口として，より専門的な解          
決については，弁護士会・司法書士会に引き継ぐという，現在取られている連
携方針を拡充するのが合理的であり，解決の早道であろう。これらの窓口への
サポート体制の構築も同様である。
　本稿では，法テラスのほかは主として多重債務者相談に特化した窓口につい
て検討したが，まだ入口の段階である。自治体や社会福祉協議会で開催されて
いる法律相談などの行政相談や，他の部署，民間の団体で受け付けているもの
にはほとんど触れることができなかった。多様な相談を受け付ける窓口の方が
多重債務に特化した窓口よりも多くの多重債務相談を受け付けている自治体も
あると考えられるが，現段階では，詳細なデータが整理されていないこともあっ
て，実態は明らかではない。
　また，弁護士会や司法書士会などの所属団体を通じずに専門家が受任する事
件も多くあるが，多重債務の窓口との関係，実数や，展望などについても，本
稿では及ばなかった。今後の課題としたい。
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